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１．人口・世帯数の推計について

○社人研の公表していない2050年までの

都道府県別・市区町村別の性・年齢階級別の人口、

都道府県別・市区町村別の家族類型別の世帯数を独自に推計する。

いずれも全国の人口・世帯数は、社人研の推計結果に一致させる。

○また、平成17（2005）年国勢調査における世界測地系（１ｋ㎡メッシュ）の人口を基準として、

以上の将来推計値を用いて、

2050年までの１ｋ㎡メッシュ別の性・年齢階級別の人口、家族類型別の世帯数を推計する。

＜推計の流れ＞
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都道府県別の
家族類型別世帯数の推計

メッシュ別の人口の推計

（１）

（２）

（３）

（６）

市区町村別の
家族類型別世帯数の推計

（４）

都道府県別の
性・年齢階級別人口の推計

市区町村別の
性・年齢階級別人口の推計

メッシュ別の世帯数の推計（５）



１．人口・世帯数の推計について：都道府県別の人口推計（概要）

自然増減に関しては、社人研の出生中位（死亡中位）の前提（出生率、生残率等）を用いている。また、社会増減に

関しては、都道府県別の転入数および転出数を独自推計している。その際、各都道府県と三大都市圏との間の転入

数および転出数については、各都道府県および三大都市圏の15～39歳人口、一人当たり県民所得比等を説明変数

とし、過去10年（1999～2008年度）の推計期間でパラメーターを決定している。

なお、将来予測にあたり、外生変数である各都道府県の一人当たり県民所得は、過去20年間（1987～2007年度）の

平均変化量で延伸している。

各都道府県における転入数・転出数の性・年齢階級別の按分は、総務省「平成12年国勢調査」における都道府県間

移動者数の年齢階級別割合（男女別の全国値）を使用している。
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＜都道府県間移動者数の年齢階級別割合（男女別・全国）＞
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（出典）総務省「平成12年国勢調査」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）都道府県間移動者数とは、2000年時点において、5年前（1995年）の時点と異なる都道府県に

居住している人口の数を表している。



１．人口・世帯数の推計について：都道府県別の人口推計

総務省「人口推計」における2009年の都道府県別の性・年齢階級別人口を基準として、来期にかけての各都道府
県の転入数、転出数を推計で求め、性・年齢階級別の生残率等を外生的に与えることで、来期の都道府県別の
性・年齢階級別人口を推計する。それを2050年まで繰り返し、2050年までの性・年齢階級別人口を求める。その
際、都道府県別の性・年齢階級別人口について、全国の合計値は社人研の公表値に一致させる。
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＜推計の流れ＞

t年 都道府県別の性・年齢階級別人口

t+1年 都道府県別の５歳以上の性・年齢階級別人口

t+1年 都道府県別の０～４歳の男女別人口

t+1年 都道府県別の性・年齢階級別人口（補正前）

t+1年 都道府県別の性・年齢階級別人口（補正後）

t～t+1年の

性・年齢階級別の生残率（※）

t+1年の

出生率、出生性比（※）

全国の
性・年齢階級別人口

（社人研の公表値）

都道府県別の性・年齢階級別人口について、
全国の合計値が社人研の公表値に一致するよう
コントロールトータル

（※）社人研が推計の仮定値を
公表していない2035年以降、
2050年までの期間は
全国値がほぼ一定であるので、一定で設定。

t～t+1年の
性・年齢階級別の転入数・転出数
（ｔ年の都道府県別の性・年齢階級別
人口等から推計で求める。）



１．人口・世帯数の推計について：市区町村別の人口推計

平成17（2005）年の国勢調査における市区町村別の性・年齢階級別人口を基準として、（１）で求めた都道府県別
の転入数・転出数から求めた性・年齢階級別の転入数・転出数、生残率等を外生的に与え、（１）で求めた都道府
県別の性・年齢階級別人口にコントロールトータルすることで、
2050年までの市区町村別の性・年齢階級別人口を5年おきに推計する。
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＜推計の流れ＞

t年 市区町村別の性・年齢階級別人口

t+5年 市区町村別の５歳以上の性・年齢階級別人口

t+5年 市区町村別の０～４歳の男女別人口

t+5年 市区町村別の性・年齢階級別人口（補正前）

t+5年 市区町村別の性・年齢階級別人口（補正後）

t～t+5年の

性・年齢階級別の生残率（※）

t+5年の

出生率、出生性比（※）

（１）で求めた
都道府県別の

性・年齢階級別人口

市区町村別の性・年齢階級別人口について、都道府県単位
での合計値が（１）で求めた都道府県別の性・年齢階級別の
人口に一致するようコントロールトータル

（※）社人研が推計の仮定値を
公表していない2035年以降、
2050年までの期間は
全国値がほぼ一定であるので、
一定で設定。

t～t+5年の
市区町村別の性・年齢階級別
転入数・転出数

（（１）の都道府県別転入数・転出数から求める）



１．人口・世帯数の推計について： 都道府県別・市区町村別世帯数の推計

都道府県別・市区町村別の性・年齢階級別人口から家族類型別の世帯主率（性・年齢階級別人口に対する家族
類型別世帯数の割合）を乗じて、都道府県別・市区町村別の世帯数を求める。
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都道府県別の
家族類型別世帯数

（１）で求めた
性・年齢階級別
都道府県別人口

家族類型別の
世帯主率（※）

市区町村別の
家族類型別世帯数

（２）で求めた
性・年齢階級別
市区町村別人口

各市区町村の家族類型別の合計は、都道府県
の値に一致するようにコントロールトータルする

（※）社人研が仮定値を公表していない2030年以降、2050年までの期間は、
2025～2030年におけるコーホートごとの家族類型別の世帯主率の変化が続くものとして設定。

（例） ｔ年における東京都の35～39歳男性の単独世帯主率
＝t-5年における東京都の30～34歳男性の単独世帯主率
＋（2030年における東京都の35～39歳男性の単独世帯主率と

2025年における東京都の30～34歳男性の単独世帯主率の差分）

家族類型別の
世帯主率（※）

各都道府県の合計（全国計）は、社人研の推計
結果に一致するようにコントロールトータルする



１．人口・世帯数の推計について： メッシュ別人口・世帯数の推計

平成17（2005）年の国勢調査における世界測地系（１ｋ㎡メッシュ）の人口を基準として、2050年までの１ｋ㎡メッシュ
別の性・年齢階級別人口、家族類型別世帯数を推計する。
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⇒メッシュ別の家族類型別世帯数は、メッシュ別の人口に、メッシュが属する市区町村の世帯主率を乗じることで
求める。なお、市区町村単位での合計値は（４）で求めた市区町村別の家族類型別世帯数に一致させている。

＜推計の流れ＞

t年 メッシュ別の性・年齢階級別人口

t+5年 メッシュ別の５歳以上の性・年齢階級別人口

t+5年 メッシュ別の０～４歳の男女別人口

t+5年 メッシュ別の性・年齢階級別人口（補正前）

t+5年 メッシュ別の性・年齢階級別人口（補正後）

t～t+5年の

人口変化率（※）

t+5年の

出生率、出生性比（※）

（２）で求めた
市区町村別の

性・年齢階級別人口

メッシュ別の性・年齢階級別人口について、市区町村単位で
の合計値が（２）で求めた市区町村別の性・年齢階級別の人
口に一致するようコントロールトータル

（※）メッシュが属する市区町村
の値を適用



【日常的な生活サービスの提供が困難な人口・世帯の推計】

２．日常的な生活サービスの提供が困難な人口・世帯及び生活時間の推計について

○推計の条件
・施設毎に適正距離を設定し、徒歩や自動車利用によるアクセス時間を測定。アクセス圏域以外の人口や世帯数をGIS
により測定
○推計に用いたデータ
・商店、診療所等の位置情報：国土数値情報（国土計画局）
・人口・世帯数（3次メッシュデータ）：国土計画局推計値
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【総生活時間、総仕事時間、余暇時間の将来推計】
○推計の前提条件
・社会生活基本調査結果の行動種類別の総平均時間に5歳階級区分別の人口を乗じて算出。
・仕事時間については、行動種類別の仕事時間、余暇時間については、3次活動時間を用い、総生活時間と同様に算
出。
・算出に用いた人口は1986年以前の社会生活基本調査の対象区分と整合をとるため15歳以上人口とした。
・将来推計については、2006年調査結果の行動種類別の総平均時間が変わらないことを前提に、2020年、2030年、
2040年、2050年の将来推計人口を乗じて算出した。
○推計に用いたデータ
・行動種類別平均時間：社会生活基本調査（総務省）
・人口：国勢調査（総務省）、国土計画局推計値

○推計の前提条件
・社会生活基本調査結果の行動種類別の総平均時間に5歳階級区分別の人口を乗じて算出。
・女性については、2050年において、女性の25～49歳層に、男性の2006年の同年代層の仕事時間を適用。2020年か
ら2040年は、段階的に女性の仕事時間が増加すると仮定し、増加分を均等に按分した。50歳以上の年齢層について
は、男性は各年齢層の平均仕事時間を5歳づつずらして適用（50～54歳区分には45～49歳区分の平均仕事時間を、
55～59歳区分には50～54歳区分のそれを適用、以下同じ）、女性は、男性の仕事時間を適用。
○推計に用いたデータ
・行動種類別平均時間：社会生活基本調査（総務省）
・人口：国勢調査（総務省）、国土計画局推計値

【総仕事時間のシュミレーション】



【空き家数の推計】

３．空き家数の推計について

○推計の前提条件
・空き家の定義：住宅・土地基本調査結果の「居住世帯なしの住宅数」から「一時的に使用されている住宅数」と

「建築中の住宅」を引いたもの
・推計ケース１：推計年次の直前5年間の既存住宅数の減少分の合計値の2割に相当する数の空き家の増加が生

じて累積すると仮定
・推計ケース２：ケース１の仮定に加え、除却及びストックの活用により推計年次の直前5年間の期首に生じる空き

家数の1割に相当する数の空き家の減少が継続的に生じるものと仮定
○推計に用いたデータ
・住宅数：住宅・土地統計調査（総務省）

10



４．気候の変化について

出典：IPCC第4次評価報告書（2007）出典：環境省「地球温暖化パネル」

世
界
平
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地
上
気
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上
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量
（℃）

○国土の長期展望にあたっては、地球温暖化に伴う気候の変化を考慮することが必要である。

○今回の検討では、気象庁が2005年に発表した「地球温暖化予測情報第6巻」のデータを活用し、2050年及び2100
年における気温、降水量、積雪量の変化を把握した。

○気象庁の予測は、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）が設定した温室効果ガス排出シナリオA2（多元化社
会）によるものであり、他のシナリオに比べ温暖化が進行することを想定したものである。

→ 環境と経済の調和のとれた持続可能な社会に向けて世界的な取り組みが進まないシナリオを現状すう勢シナ
リオとして採用する。
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４．気候の変化について：気象庁予測モデル

モデル名 地域気候モデル（MRI-RCM20）

開発者 気象研究所

水平解像度 20km

格子数 東西・南北とも109格子

計算期間
1981～2000年、2031～2050年、2081～2100年
の各年365日

排出シナリオ IPCC SRES A2

境界条件 全球大気・海洋結合モデル（MRI-CGCM2）

予測項目 気温、降水量、積雪量、風速等

○気象庁が2005年に公表した日本付近における高解像度（20kmメッシュ）の通年の気候変化予測である。

○総合科学技術会議がすすめる地球温暖化研究イニシャティブに「気候統一シナリオ第２版」として提供され、わが
国の災害リスク評価や自然生態系への影響評価研究などで利用されている。

○予測モデルや排出シナリオが異なると、予測結果に違いが生じうることに留意する必要がある。

12



４．気候の変化について：推計値の算出方法

当該メッシュを中心に、東西南
北200kmの範囲内にある気象
庁推計値（約100地点）につい
て、当該メッシュとの距離に応
じて加重平均を算出。

V ＝ （Σ Vi／Di）／（Σ 1／Di）

｜X － Xi ｜＜100km
｜Y － Yi ｜＜100km

今回の推計値（1kmメッシュ）

Di

20km

20km

1km

1km

200km

200km

気象庁推計値（20kmメッシュ）

推計値V
(X,Y)

(Xi,Yi)
推計値Vi
気象庁

○気象庁推計値（20kmメッシュ）を基に、国土計画局にて1kmメッシュ（あるいは10kmメッシュ）の推計値を算出（下
図参照）。

○気象庁平年値データ（1971～2000年の平均値）に、2031～2050年の予測値と1981～2000年の再現計算値の差
分を加算して、2050年の推計値として使用。
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４．気候の変化について：気温の変化

年平均気温（2000年）

月別平均気温（東京都）

（℃）

年平均気温（2050年） 年平均気温（2100年）

（℃）
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注：気象庁「地球温暖化予測情報第6巻」（2005）に基づき国土計画局作成 14



４．気候の変化について：降水量の変化

年降水量（2000年）

月別降水量（東京都）

（mm）

年降水量（2050年） 年降水量（2100年）
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注：気象庁「地球温暖化予測情報第6巻」（2005）に基づき国土計画局作成 15



５．植生帯の変化について：植生区分の考え方

暖かさの指数

Σ５℃以上/月

寒さの指数

Σ５℃未満/月

１５℃

４５℃

８５℃

１８０℃

２４０℃

６０℃(北海道のみ)

-１０℃

０℃

汎針広混交林

中間温帯林

・ハイマツ

・シラベ
・トウヒ
・トドマツ
・エゾマツ

・ブナ
・ミズナラ

・シイ
・カシ
・タブノキ

・ガジュマル
・アコウ
・マングローブ

・モミ ・アカガシ
・ツガ

・エゾマツ ・ミズナラ
・トドマツ

・フタバガキ科
・クワ科

寒帯林

亜寒帯林

冷温帯林

暖温帯林

亜熱帯林

熱帯林

４５℃

注：植生区分の名称については山中二男(1979)、暖かさの指数については吉良竜夫(1949),
鈴木時夫(1961),磯谷達宏(2008)に基づき国土計画局作成

出典：東北大学植物園HP、自然文化の会HP、綾町HP、環境省西表自然環境事務所、(独)国立環境研究所HP
16
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６．食料摂取需要の推計について：すう勢での予測
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（20歳代と70歳以上の男女別の予測例）
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注：厚生労働省「国民栄養・健康調査」に基づき、国土計画局推計

1日1人当たり摂取カロリーは微減
2005年＝1,906kcal
2050年＝1,847kcal （▽3%）

○摂取傾向の異なる男女別、年齢階層別に、将来の摂取エネルギーを過去の推移からのすう勢に基づき予測した。

⇒国民全体の摂取エネルギーは、すう勢では約3%（約60kcal）程度減少し約1,850kcalとなる。

17

（例）若年女性の摂取量の
減少傾向が顕著

若年層の摂取量の
減少傾向が顕著

老齢層以外の人口
減少傾向が顕著
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○2007年までは国土交通省「日本の水資源」に基づく。2010年以降は以下により推計。
・農業用水は過去横ばいで推移してきたが、農地面積の減少等により10年ほど前から減少傾向にある。今後も継続して減少する場
合と、2020年に食料自給率目標50％を達成し、維持する場合の2パターンを想定。前者は過去10年の減少トレンドを対数近似し推
計。後者は農林水産省「食料・農業・農村基本計画」（2010）に示された2020年の主要品目の生産量に水消費原単位（東京大学沖
研究室資料より）を乗じて増加分を推計。

・工業用水は安定成長期以降、横ばいで推移しているが、再利用する割合（回収率）が向上し、新たに取水する量は減少傾向にあ
る。1980年以降のトレンドから使用量は今後も横ばいが続くと想定。回収率は上昇が鈍化した2000年以降のトレンドを直線近似し
推計。

・生活用水は国土計画局による人口推計に、 節水機器の普及や気温の上昇等による一人あたり水使用量の変化率（持続可能な水
供給システム研究会「水供給－これからの50年－」（2007）より）を乗じて推計。

⇒2050年の水使用量は2007年と比べて2～13％程度減少。
・農業用水は6％減少～11％増加。

・工業用水は1割減少。

・生活用水は約4割減少。

水使用量の推移（1975年～2050年）



７．水資源の推計について：水資源賦存量の推計

水資源賦存量（平均年）の変化（2050年／2000年）

○水資源賦存量＝（降水量－蒸発散量）×面積により算定。
・蒸発散量はHamon式により算出した値を水資源部資料に基づき補正。
・降水量は気象庁「地球温暖化予測情報第6巻」（2005）に基づき算定。

⇒地球温暖化に伴う気候の変化により、気温が上昇し蒸発散量が増加する一方で、降水量が増加し、2050年にお
ける年間の水資源賦存量は沖縄を除き、大幅に増加する。

1.6
1.4
1.2

1.13
1.12
1.11

2.0
1.5
1.0

蒸発散量（平均年）の変化
（2050年／2000年）

降水量（平均年）の変化
（2050年／2000年）
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８．維持管理更新需要の推計について
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全分野・全国・全主体

●維持更新需要の推計手法
１．新設改良費
 2007年までは、公表されている統計値等を採用。2011年以降は０と仮定。
 統計公表値がない2008～2010年については、当該３カ年の公共事業関係予算

の推移を把握し、この伸び率を分野ごとの実績に乗じることで、各年度の投資
総額のみなし実績値とした。

 用地・補償費は除外。

２．更新費
 耐用年数経過後、同一機能で更新すると仮定し、当初新設費と同額の更新費

が発生すると仮定。
 耐用年数は、税制法上の耐用年数を示す財務省令をもとに、それぞれの施設

の更新の実態を踏まえて設定。

３．維持管理費
 設定している構造種別ごとに、ストック額で維持管理費を説明する回帰式を構

築して推計。

※なお、更新費・維持管理費は、近年のコスト縮減の取組み実績を反映。
（更新費は18.5％減、維持管理費は20％減）

４．災害復旧費
 過去25年の年平均実績で設定（平成7年兵庫県南部地震時のデータは除く）

●試算の特徴

１．推計対象とするストック
道路、港湾、空港、公共賃貸住宅、下水道、都市公園、治水、海岸、
上水道、廃棄物処理、文教施設、治山、農林漁業、工業用水道、地下
鉄の15分野を対象とする。
※今般の試算では、公的主体が管理するストックを対象とし、高速道
路、JR、民鉄、電力等のストックは試算対象外とした。

２．都道府県別、事業主体別に分割推計
統計資料で、新設改良費・維持管理費・災害復旧費を都道府県別に
把握できる分野は限られるため、本試算では、総務省『行政投資』の
都道府県別支出額を用いて按分。

都道府県別・管理主体別に各費目（上記按分）の値を把握し、それぞ
れ将来推計を実施。

新設改良費

更新費

維持管理費

災害復旧費

ストック額

【凡例】

ストック額の考え方

金額（価値）

時間

新
設
費

耐用年数期間中は価値は一定

耐用年数経過
時点で価値が
滅失

耐用年数

↑
新設年

↑
除却年

（＝更新年）

この分を
更新費と
して計上

維持管理費推計のベースとなる
回帰分析のイメージ

橋梁
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R2=0.9229
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８．維持管理更新需要の推計について

●都道府県、事業主体のデータ按分手法

全国
新設改良費

全国
災害復旧費

全国
維持管理費

行政投資（総務省）
・都道府県別支出額
・投資主体別支出額

北
海
道
分

青
森
県
分・・・

国
事
業
分

都
道
府
県
事
業
分

市
町
村
事
業
分

北
海
道
分

青
森
県
分・・・

国
事
業
分

都
道
府
県
事
業
分

市
町
村
事
業
分

北
海
道
分

青
森
県
分・・・

国
事
業
分

都
道
府
県
事
業
分

市
町
村
事
業
分

各種統計

按分

※都道府県別の実績値を把握
できる分野もあるが、今回の
試算では、全分野横並びで
「行政投資」のデータで按分
することとした。

※「行政投資」データは、用
地補償費が含まれるため、都
市部の比重が高くなる可能性
がある。

地域別 事業主体別 地域別 事業主体別 地域別 事業主体別
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９．地域別部門別ＣＯ２排出量の実績値の算定方法について

＜広域ブロック別の部門別エネルギー消費量の出典＞

22

地域別部門別ＣＯ２排出量は、「都道府県別エネルギー消費統計」等の部門別エネルギー消費量をＣＯ２
排出量に換算することで算出している。

産業部門、民生部門（家庭、業務）、運輸部門（家計乗用車）のエネルギー消費量は、資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消
費統計」の公表値。

ただし、家計乗用車以外の運輸部門（自動車貨物、鉄道、船舶、航空）については、全国の各部門のエネルギー消費量を以下の指
標を用いて都道府県別に按分して推計している。
自動車（営業用）：地方運輸局別・業態別・車種別走行キロ×乗用車（営業用）保有台数の各地方運輸局計に占める各県の割合
バス ：営業用バス（乗合・貸切）の都道府県別走行キロの比率
貨物自動車 ：地方運輸局別・業態別・車種別走行キロ×貨物自動車保有台数の各地方運輸局計に占める各県の割合
鉄道・船舶（旅客）：「旅客地域流動調査」における輸送人員数の比率
鉄道・船舶（貨物）：「貨物地域流動調査」における輸送トン数の比率
航空 ：「空港管理状況調書」における空港の乗降客数の比率

＜エネルギー消費量からＣＯ２排出量への換算＞

産業部門、民生部門（家庭、業務）については、資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」における都道府県別の炭素単
位表をもとに、各部門のエネルギー消費量をＣＯ２に換算。
運輸部門については、資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」の全国の炭素単位表をもとに、エネルギー消費量をCO2に換算。



１０．地域別ＣＯ２排出量の推計について
＜目的＞
温室効果ガス排出量について、政府の中長期目標（※）を達成するために、地域ごとにどのような課題があるか
の整理を行う。

その議論のための資料として、
2050年に至るまでの広域ブロック別ＣＯ２排出量について、過去十年程度のトレンド等から、追加的な政策努力
の効果等は想定せずに推計し、提示する。ＣＯ２排出量は、
①人口
②一人あたりＧＤＰ
③エネルギー原単位（ＧＤＰあたりのエネルギー消費量）
④ＣＯ２排出原単位（エネルギー消費量あたりのＣＯ２排出量）
について、各項目の広域ブロック別将来推計値を掛け合わせることにより求める。

（※）地球温暖化対策基本法案（平成22年10月8日閣議決定）では、温室効果ガス排出量の削減に関する中長期的目標として
以下の内容が示されている。
・温室効果ガスの排出量について、すべての主要国による公平かつ実効性のある国際的な枠組みの構築及び意欲的な目標の
合意を前提として、2020年までに1990年比で25％削減する。また、2050年までに1990年比で80％を削減する。

・再生可能エネルギーの供給量について、2020年までに一次エネルギー供給量に占める割合を10％に達するようにする。

＜温室効果ガス総排出量の推移＞

出典：環境省ホームページ 23



１０．地域別ＣＯ２排出量の推計について：前提

広域ブロック別ＣＯ２排出量

以下のように広域ブロック別の将来値を想定し、①～④を掛け合わせることで、広域ブロック別のＣＯ２排出量を推計。
①人口
・全国の推計値は国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の出生中位（死亡中位）と一致させ、2050年までの
広域ブロック別の人口は独自に推計。

②一人当たりＧＤＰ
・全国の実質ＧＤＰは将来交通需要推計の前提値 （2030年までは過去10年間の平均変化量で延伸、2030年以降は
2030年の水準で一定）と一致させる。広域ブロック別の一人当たりＧＤＰは、過去10年間（1997～2007年）の
平均変化量で延伸した水準の各広域ブロックの比率によって按分する。

③エネルギー原単位
・エネルギー種別エネルギー原単位を広域ブロック別に過去10年程度（2000～2007年）のトレンドで将来値を設定。
④ＣＯ２排出原単位
・エネルギー種別ＣＯ２排出原単位を広域ブロック別に過去10年程度（2000～2007年）の平均値を将来一定で設定。

＜推計の前提＞

（参考）広域ブロック別一人当たりＧＤＰの推移

※2007年までは内閣府「県民経済計算」の実績値、2008年以降が仮定値 24
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※2009年までは総務省「国勢調査報告」、「人口推計年報」、2010年
以降は国土交通省国土計画局推計値



１０．地域別ＣＯ２排出量の推計について：広域ブロック別エネルギー原単位の推移

＜広域ブロック別エネルギー種別エネルギー原単位の前提＞

25

エネルギー種別のエネルギー原単位について、広域ブロックごとに推移が異なるのは、推計期間（2000～
2007年）における各広域ブロックでの産業構造の差異等を反映しているためである。

エネルギー種別の分類と内訳
・石炭 ：原料炭、一般炭、無縁炭
・石炭製品 ：コークス、コールタール、練豆炭、コークス炉ガス、高炉ガス、転炉ガス
・原油 ：精製用原油、発電用原油、NGL・コンデンセート
・軽質石油製品：原料油、ガソリン、ジェット燃料油、灯油、軽油
・重質石油製品：重油、潤滑油、アスファルト、他重質油・パラフィン、オイルコークス、電気炉ガス
・石油ガス ：精油所ガス、LPG
・天然ガス ：輸入天然ガス（LNG）
・都市ガス ：一般ガス、簡易ガス
・再生可能エネルギー・未活用エネルギー ：太陽光、風力、バイオマス、中小水力、地熱、廃棄物発電等
・電力
・熱
※上記各種のエネルギー原単位の実績値は、資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー統計調査」 、内閣府「県民経済計算」より作成



１０．地域別ＣＯ２排出量の推計について：広域ブロック別エネルギー原単位の推移

＜広域ブロック別エネルギー種別エネルギー原単位の前提＞
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１０．地域別ＣＯ２排出量の推計について：ＣＯ２排出原単位の前提

エネルギー種別ＣＯ２排出原単位を広域ブロック別に過去10年程度（2000～2007年）の平均値を将来一定
で設定。

27

＜広域ブロック別エネルギー種別原単位の前提＞



１１．地域別の自然エネルギー等の導入ポテンシャルの推計方法について

28

＜推計の対象＞
・今回のポテンシャルの推計は、自然エネルギー等（①太陽光、②風力、③中小水力、④地熱、⑤バイオマス）のみを
対象とする（例えば排熱利用熱供給等の未活用エネルギーは対象としない）。

＜ポテンシャルの推計方法＞
・基本的に①～④については環境省「平成21年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査」（平成22年3月）（以
下、環境省調査）のポテンシャル（発電量）、⑤については社団法人日本エネルギー学会「平成13年度新エネルギー
等導入促進基礎調査（バイオマスエネルギー高効率転換技術に関する調査）報告書」（平成13年8月）（以下、エネル
ギー学会調査）のポテンシャル（熱量）を引用。
・ポテンシャルの推計にあたっては、開発可能な地域のみを対象とする（例えば法規制により開発不可とされている原
生自然環境保全地域、自然環境保全地域等は対象としていない）。（詳細は出典参照。）



１１．地域別の自然エネルギー等の導入ポテンシャルの推計について：導入高位ケースと導入低位ケースの前提の違い

29

・ポテンシャルの推計にあたっては、各出典において、各エネルギーごとに設定されたシナリオのうち、最も大きく見積
もっているケースを導入高位ケース、最も小さく見積もっているケースを導入低位ケースとして幅を持って推計する。

出典）
バイオマス以外：環境省「平成21年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査」（平成22年3月）
バイオマス ：社団法人日本エネルギー学会「平成13年度新エネルギー等導入促進基礎調査（バイオマスエネルギー高効率転換技術に関する調査）報告書」（平成13年8月）をもとに国土交通省作成

（参考）導入高位ケースと導入低位ケースの前提の違い



１１．地域別の自然エネルギー等の導入ポテンシャルの推計について：推計方法（太陽光、風力）
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出典）環境省「平成21年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査」（平成22年3月）より国土交通省国土計画局作成

エネルギー種 算定方法

太陽光発電 環境省「平成 21 年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査」（以下、環境省報告書）の設備容量（発電量）に、日射量や気温（気

温が高くなると発電効率が下がる）等の地域性の違いを加味するため、都道府県別の設備容量に対する発電実績（1995～2004 年の平

均）を乗じて発電量を推計。

なお、環境省報告書には、設備容量（発電量）が全国値しか記載されていないものに関しては、以下のように按分指標を用いて都道

府県別の設備容量（発電量）を算出している。

住宅 ：推計屋根面積

耕作放棄地 ：耕作放棄地面積（確定分）

工業団地 ：工業団地（分譲中）面積

最終処分場 ：最終処分場埋立面積

【参考】環境省報告書における設定

全国・都道府県別の設置可能面積を推計し、単位面積当たりの出力（0.0667kW/㎡（15 ㎡/kW））を乗じることにより、設備容量（発

電量）を推計している。

風力発電 環境省報告書の設備容量（発電量）を引用。

【参考】環境省報告書における設定

全国・都道府県別の設置可能面積を推計し、下記の式に基づき設備容量（発電量）の導入ポテンシャルを推計。

設備容量（kW）＝面積（k ㎡）×1 k ㎡当たり設備容量（10,000kW）×開発率(100%)

なお、風力発電機の 1k ㎡あたりの設置容量については、現在単機出力 2,000kW～3,000kW が主流となっており、ブレード径も長

くなっているが、複数の風車配置に際しては NEDO 風力発電導入ガイドブック（2008 年 2 月改訂第 9 版）から、卓越風向がある

場合の推奨値（10D×3D,D=ローター直径）を採用し、主要風車の出力とローター径の調査結果および既設ウインドファームの実績

から、1 万 kW/1k ㎡としている。



１１．地域別の自然エネルギー等の導入ポテンシャルの推計について：推計方法（中小水力、地熱、バイオマス）

31

出典）環境省「平成21年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査」（平成22年3月）より国土交通省国土計画局作成

中小水力発電 環境省報告書の設備容量（発電量）を引用。

なお、環境省報告書には、上下水道・工業用水道については全国の設備容量（発電量）しか記載されていないため、都道府県別の人

口で按分し、都道府県別の設備容量（発電量）を算出している。

【参考】環境省報告書における設定

経済産業省による中小水力発電開発費補助事業の対象事業を踏まえ、出力 3 万 kW 以下の水力発電を中小水力発電と定義。

河川部については、流域ブロック内集水路の河川合流点等（計 18 万ヶ所）に水力発電所を設置することを仮想し、年間発電量 P(kWh)

は、発電効率を 72%（水車の効率 0.8 と発電機の効率 0.9 を乗じたもの）として以下の式により推計。

P(kWh)＝9.8（重力加速度）×0.72×仮想発電所の年間流量×仮想発電所の有効落差

この年間発電量と水平導水距離、落差から各仮想発電所の建設費を推計し、建設単価に応じて水力発電施設を設置することを想定し

て算出。（建設単価 260 万円/kW(設備容量)未満となる地点は計 2 万ヶ所。）

上下水道・工業用水道については、各種公表資料により給水量や契約水量等を調査し、標準的と考えられる有効落差（アンケート調

査結果の平均値）を乗じることによって、賦存量および導入ポテンシャルを算定。

地熱発電 環境省報告書の設備容量（発電量）を引用。

なお、環境省報告書には、温泉発電については全国の設備容量（発電量）しか記載されていないため、都道府県別の温泉湧出量で按

分し、都道府県別の設備容量（発電量）を算出している。

【参考】環境省報告書における設定

150℃以上は蒸気フラッシュ発電、120～150℃はランキンサイクル発電、53～120℃はカリーナサイクル発電が適用可能として、一

定レベル以上の資源量密度(例：150℃以上については 10kW/km2 以上など)を有する地点に地熱発電施設を設置することを想定し

て、賦存量を推計。賦存量の推計にあたっての発電効率は、各発電方式の標準的な値として、150℃以上の熱水系では 0.4、120～150℃

の熱水系では 0.2、53～120℃の熱水系では 0.0731 と設定。

温泉発電については、カリーナサイクル発電を仮定し、温泉データ 3,687 箇所のうち、開発が現実的ではない 30kW の源泉を除く

210 箇所の設備容量を 9.6 万 kW と算出。全国の導入ポテンシャルは、母数 3,687 に対する全国の温泉数 27,866 に単純比例する

ものと考え、210 箇所における設備容量の約 7.55 倍の値 72.2 万 kW をわが国の温泉発電の導入ポテンシャルとして推計。

なお、推計対象とするのは既に開発された温泉および自然に湧出している温泉のみとしている。

バイオマス 日本エネルギー学会「平成 13年度新エネルギー等導入促進基礎調査（バイオマスエネルギー高効率転換技術に関する調査）報告書」

の賦存量（熱量）を引用。
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１２．産業の推計について：概要

A産業 B産業 ･･･Ｇ産業

2005年

Ａ1地域 Ａ2地域

2010年

2050年

A産業 B産業 ･･･Ｇ産業 A産業 B産業 ･･･Ｇ産業

A産業 B産業 ･･･Ｇ産業

域内総生産 域内総生産地域の人口と年齢構成
（労働供給・消費需要）

地域の人口と年齢構成

人口の
自然減

人口の
社会減

人口の
社会増

経済状況に応じた地域間の人口移動

域内総生産・就業者数 域内総生産地域の人口と年齢構成

2030年

域内総生産 域内総生産地域の人口と年齢構成 地域の人口と年齢構成

2020年

2040年

生産年齢人口 65歳以上

生産年齢人口 65歳以上

生産年齢人口 65歳以上 人口の
自然減

人口増・高齢化率低下

人口減・高齢化率上昇

総生産の
増加 総生産の減少

5年ごとに
推計を繰り返す

2050年のA1地域の総生産・就業者数 2050年のA2地域の総生産・就業者数

・今後、わが国の人口減少・高齢化が進むにつれて、需要・供給両面での減少を通じて、地域の産業活動が大きく減退し、地域経済・社会が
持続的に存立できないおそれ。また経済のグローバル化・知識化等の動きや地域間の人口移動がそれらの変化を加速するおそれ。

・このため、2050年までの人口減少・高齢化の進展、経済情勢の変化に伴う地域の産業規模や構成の変化を定量的に推計。

・世界経済と産業構造の変化に関する有識者へのアンケート結果等をもとに、人口減少や高齢化の進展、経済状況や産業別の盛衰等の変
化を複数ケース想定し、外生変数として設定。地域別の過去の統計データから作成した産業別の総生産・就業者数の推計式に代入し、地
域ごとの産業別総生産と就業者数を算出。地域の経済状況に応じて、次期（5年後）の人口の社会移動量が決まるものとし、2005年から5
年ごとに推計を繰り返し、2050年における地域の産業構造の変化を推計。

人口の変化
（自然増減＋社会増減）

資本ストックの変化

人口構成の変化
（高齢化等）

＜被説明変数＞＜説明変数＞

地域の経済状況、生産性
（労働生産性、1人当たり総生産、失業率等）

・地域の産業規模やその構成は、当該地域の人口規模や人口構成（高齢化
等）、資本ストック量等が大きく影響。
・産業を7分類に区分し、全国の約700地域（都市雇用圏243地域、その他の市
町村464地域、以下都市雇用圏等という。）について、過去（1995、2000、
2005年）の統計データをもとに、産業別の総生産と就業者数、地域間の人口
移動量を被説明変数とし、人口規模・構成、資本ストック量等を説明変数とす
る推計式（式は全国一律）を作成。
・地域別データは、市町村データがあるものはそれを都市雇用圏等ごとに集計
し、都道府県データのみのものは、他の市町村別の統計データ等を用いて、
都市雇用圏等に按分。

過去（1995、2000、2005年）の地域別の人口や産業等の統計データ

重回帰分析

・
・
・

産業ごとの盛衰（タイムトレンド）

生産年齢
人口

65歳
以上

（推計式）

Ａ707地域･･･①総生産・就業者数・人口移動に係る推計式の作成

・有識者へのアンケート調査等をもとに、一定の前提の下で、人口減少や高
齢化の進展、経済状況や産業別の盛衰等の変化を外生変数として設定し、
将来の地域ごとの産業構造の変化を推計。

②外生変数の設定と推計

地域の人口と年齢構成

地域間の社会移動量

総生産 就業者数A産業

総生産 就業者数B産業

総生産 就業者数C産業

総生産 就業者数G産業

・人口減少・高齢化の進展、設備投資の動向の変化
を、外生変数として設定して代入。

・産業構造の変化に関する有識者へのアンケート結
果等をもとに複数ケースを設定。
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１２．産業の推計について：分析する地域単位

青森

秩父

紋別

久留米

岡崎

鹿児島

那覇

水俣

京都

千歳

北見

富士

関

名古屋

留萌

岩内

網走

帯広
岩見沢

士別

名寄

根室

苫小牧

稚内

美唄

滝川

深川

富良野

倶知安

美幌

遠軽

新ひだか

中標津

静岡

浜松
沼津

熱海

伊東島田掛川

御殿場

豊橋

佐世保 柳川

鳥栖

人吉

玉名

天草

山鹿 大分
日田

佐伯

宮崎
都城

延岡

日南

日向

鹿屋枕崎

薩摩川内
奄美

霧島

津赤穂
大阪

守山

神戸

姫路

洲本

豊岡

西脇

小野

五條
和歌山

田辺

碧南

安城

西尾

名護

宮古島

石垣

伊賀

尾鷲

四日市

伊勢

新宮

甲賀

野洲東近江

福知山
彦根

長浜

近江八幡

蒲郡

八幡浜

旭川

札幌

函館

室蘭

広島

鳥取

徳島

高松
観音寺

松山

今治

宇和島

西条

高知

新居浜

四国中央

四万十

下関
東広島

宇部

尾道
山口

萩

周南

岩国
呉

三原

三次
益田

米子出雲

津山

岡山
福山

倉吉
松江

浜田

糸魚川

輪島

上田

新潟

秋田

郡山

奥州

むつ

八戸

十和田

盛岡

三沢

宮古

弘前

五所川原

仙台

一関

石巻
大崎

気仙沼

白石

北上

釜石

大仙

南相馬

酒田

古河

新庄

小山

鶴岡

つくば

長井

東京特別区

大館

福島

魚津

柏崎

七尾

村上

金沢

十日町

小松

燕

富山

長岡
三条

山形

水戸

米沢

日立

高岡

上越

半田 刈谷

豊田

北九州

長崎

飯塚
唐津

島原

八代

佐賀
伊万里

熊本

大牟田

福岡

中津

田川

前橋

常総

太田
本庄

館山

成田

小田原

桐生
沼田

館林

神栖

栃木

筑西

佐野
宇都宮

那須塩原

能代

横手

湯沢

由利本荘

いわき白河

会津若松

舞鶴 伊那

福井

甲府敦賀

富士吉田
小浜

長野

松本
岡谷

岐阜 飯田

大垣

諏訪

高山
佐久

釧路

読谷

沖縄

五島

大都市雇用圏 小都市雇用圏

中心市町村のDID人口が
5万以上

中心市町村のDID人口が
1万以上5万未満

中心
都市

以下の条件のいずれかを満たす市町村を中心都市とする。複数存在する場合には、そ
れらの集合を中心とする。
(1)DID人口が1万以上の市町村で、他都市の郊外でない。
(2)郊外市町村の条件を満たすが、

(a)従業常住人口比が1以上で、
(b)DID人口が中心市町村の3分の1以上か、あるいは10万以上である。

郊外

中心都市への通勤率が
(a)10％以上のものを（1次）郊外市町村とし、
(b)郊外市町村への通勤率が10％を超え、しかも通勤率がそれ以上の他の市町村が存

在しない場合には、その市町村を2次以下の郊外市町村とする。
ただし、
(1)相互に通勤率が10％以上である市町村ペアの場合には、通勤率が大きい方を小さ

い方の郊外とする。
(2)中心都市が複数の市町村から構成される場合には、それらの市町村全体への通勤

率が10％以上の市町村を郊外とする。
(3)通勤率が10％を超える中心都市が2つ以上存在する場合には、通勤率が最大の中

心都市の郊外とする。
(4)中心都市及び郊外市町村への通勤率がそれぞれ10％を超える場合には、最大の通

勤率のものの郊外とする。

※都市雇用圏とは
(1)中心都市をDID人口によって設定し、
(2)郊外都市を中心都市への通勤率が10％以上の市町村とし、
(3)同一都市圏内に複数の中心都市が存在することを許容
する都市圏設定。都市雇用圏の設定基準は下記のとおり。

・地域における経済活動は、市町村等の行政区域を
超えて行われることが多く、それらの活動に即した圏
域である経済圏を単位として分析することが適当。
・このため、本検討において、地域の産業構造の変化
の推計に当たっては、中心市と中心市へ就業者数の
10％が通勤する周辺市町村を合わせた「都市雇用
圏」※を基本的な分析単位とし、都市雇用圏に含ま
れない市町村については、それぞれの市町村を分析
単位とする。

出典：金本・徳岡（2002）「日本の都市圏設定基準」

都 市 雇 用 圏 ：243地域
その他の市町村：464地域

合 計 ：707地域

着色されていない部分については、個々の市町村をそれぞれ経済圏とみなして、推計。

都市雇用圏 中心都市

郊外

【都市雇用圏一覧】
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１２．産業の推計について：産業の区分

大分類 中分類 推計で用いる分類 大分類 中分類 推計で用いる分類

A 農業 01 農業

農林水産業

J 卸売・小売業

49 各種商品卸売業

その他サービス

B 林業 02 林業 50 繊維・衣服等卸売業

C 漁業
03 漁業 51 飲食料品卸売業

04 水産養殖業 52 建築材料, 鉱物・金属材料等卸売業

D 鉱業 05 鉱業 製造業等 53 機械器具卸売業

E 建設業

06 総合工事業

建設業

54 その他の卸売業

07 職別工事業(設備工事業を除く) 55 各種商品小売業

対家計サービス

08 設備工事業 56 織物・衣服・身の回り品小売業

F 製造業

09 食料品製造業

製造業等

57 飲食料品小売業

10 飲料・たばこ・飼料製造業 58 自動車・自転車小売業

11 繊維工業(衣服,その他の繊維製品を除く) 59 家具・じゅう器・機械器具小売業

12 衣服・その他の繊維製品製造業 60 その他の小売業

13 木材・木製品製造業 (家具を除く)

K 金融・保険業

61 銀行業

対企業サービス

14 家具・装備品製造業 62 協同組織金融業

15 パルプ・紙・ 紙加工品製造業 63 郵便貯金取扱機関,政府関係金融機関

16 印刷・同関連業 64 貸金業,投資業等非預金信用機関

17 化学工業 65 証券業, 商品先物取引業

18 石油製品・石炭製品製造業 66 補助的金融業,金融附帯業

19 プラスチック製品製造業 (別掲を除く) 67 保険業（保険媒介代理業,保険サービス業を含む）

20 ゴム製品製造業
L 不動産業

68 不動産取引業
対企業サービス

21 なめし革・同製品・毛皮製造業 69 不動産賃貸業・管理業

22 窯業・土石製品製造業

M 飲食店, 宿泊業

70 一般飲食店

対家計サービス23 鉄鋼業 71 遊興飲食店

24 非鉄金属製造業 72 宿泊業

25 金属製品製造業

N 医療，福祉

73 医療業

医療・福祉26 一般機械器具製造業 74 保健衛生

27 電気機械器具製造業 75 社会保険・社会福祉・介護事業

28 情報通信機械器具製造業
O 教育，学習支援業

76 学校教育
その他サービス

29 電子部品・デバイス製造業 77 その他の教育，学習支援業

30 輸送用機械器具製造業
P 複合サービス事業

78 郵便局(別掲を除く）
その他サービス

31 精密機械器具製造業 79 協同組合（他に分類されないもの）

32 その他の製造業

Q サービス業（他に
分類されないもの）

80 専門サービス業（他に分類されないもの） 対企業サービス

G 電気・ガス・熱供
給・水道業

33 電気業

その他サービス

81 学術・開発研究機関 その他サービス

34 ガス業 82 洗濯・理容・美容・浴場業

対家計サービス35 熱供給業 83 その他の生活関連サービス業

36 水道業 84 娯楽業

H 情報通信業

37 通信業

対企業サービス

85 廃棄物処理業

対企業サービス

38 放送業 86 自動車整備業

39 情報サービス業 87 機械等修理業（別掲を除く）

40 インターネット附随サービス業 88 物品賃貸業

41 映像・音声・文字情報制作業 89 広告業

I 運輸業

42 鉄道業

対企業サービス

90 その他の事業サービス業

43 道路旅客運送業 91 政治・経済・文化団体

その他サービス44 道路貨物運送業 92 宗教

45 水運業 93 その他のサービス業

46 航空運輸業 R 公務（他に分類さ
れないもの）

95 国家公務
その他サービス

47 倉庫業 96 地方公務

48 運輸に附帯するサービス業 ※大分類、中分類は総務省統計局「Ｈ18年事業所・企業統計」の分類に基づく

推計に当たっては、産業を以下の7つ（農林水産業、製造業等、建設業、医療・福祉、対家計サービス、対企業サービス、その他サービス）に分類。
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１２．産業の推計について：モデルの構造

食糧自給率タイムトレンド

製造業有形固
定資産伸び率

地域別人口
（5歳階級、性別）

65歳以上人口

人口
（社会増減）

域内総生産
（農林水産業）

域内総生産
（製造業等）

就業者数
（農林水産業）

就業者数
（建設業）

就業者数
（製造業等）

就業者数
（医療・福祉）

就業者数
（その他サービス）

域内総生産
（建設業）

域内総生産
（医療・福祉）

域内総生産
（その他サービス）

失業率

全産業
労働生産性

タイムトレンド

域内総生産
（対企業サービス）

域内総生産
（対家計サービス）

タイムトレンド タイムトレンド

就業者数
（対家計サービス）

就業者数
（対企業サービス）

64歳以下人口 高齢化率

域内総生産
（全産業計）

就業者数
（全産業計）

1人当たり域内
総生産（全産業計）

：外生変数

性・年齢別移動率出生率

労働力人口

※人口（自然増減）の算出方法
・5歳以上の性別・年齢階層（5歳階級）別の自然人口は、5年前の一つ若い年齢階層の性別・年齢階層別の人口に、それぞれの自然増減率（＝1－死亡率、2005年時点で固定）を5年分乗じたものとする。
・0～4歳の自然人口は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」から得られる母の年齢（５歳階級）別の出生率（全国一律）と地域別の調整係数（母親の社会移動を加味した後の実際の0～

4歳人口／全国一律の出生率で算出した0～4歳以上人口）を、母（女性）の年齢階層別の人口に乗じて算出。
・なお、自然増減の全国合計値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」より得られる全国ベースの年齢階層別の人口に一致するよう調整。 （定義式で算出される各地域の値を暫定値
として、それをウエイトとして地域に按分）。

※人口（社会増減）の算出方法
・人口社会純移動（年齢合計）については、モデルにより計算。ただし、流入地域の合計が流出地域の合計に一致するよう、モデルから得られる値を暫定値としてそれをウェイトに地域按分し、その全国（地
域合計）の値が０になるようにしている。また、移動者の年齢構成については、推計式によって算出された都市雇用圏等別の移動者数を、地域別の過去の移動率や移動先の性別・年齢構成に応じて按分。

土木事業伸び率

生残率

人口
（自然増減）

労働力率

失業率

人口規模
人口構成

経済・産業
の動向等

産業別の
総生産

産業別の
就業者数

次期（5年後）の
人口に反映

35



１２．産業の推計について：総生産の推計式

１）農林水産業 （自由度修正済み決定係数：0.956）
log(農林水産総生産）＝ 0.933226×log（前期農林水産総生産）

[94.44]
+ 0.029765×log(人口)

[3.66]
＋ 0.005498×食糧自給率

[4.55]

４）医療・社会福祉 （自由度修正済み決定係数：0.957）
log（医療・社会福祉総生産) ＝ －2.94794

[38.31]
+ 0.317197×log(全産業総生産／全産業就業者数)

[8.74]
+ 1.05493×log（65歳以上人口）

[31.01]
+ 0.120092×log（64歳以下人口）

[3.87]

注１）logは、自然対数
注２）[ ]は、ｔ値
注３）下線は外生変数
注４）白地地域ダミーは、都市雇用圏で0、都市雇用圏以外の市町村で1

２）製造業等 （自由度修正済み決定係数：0.972）
log(製造業等総生産)）＝ 0.078367

[0.76]
＋ 0.038379×タイムトレンド

[14.06]
+ 0.679647×log （製造業等就業者数）

[50.14]
+ 0.320468×log (製造業有形固定資産)

[30.25]
－ 0.025120×失業率

[4.68]
－ 0.010049×高齢化率

[5.96]
－ 0.065908×白地地域ダミー

[2.32]

３）建設業 （自由度修正済み決定係数：0.918）
log（建築業総生産) ＝ －3.13050

[30.59]
+ 0.554861×log(全産業総生産)

[11.75]
+ 0.499973×log（64歳以下人口）

[10.48]

建設域内総生産＝建築域内総生産＋土木事業域内総生産

６）対家計サービス （自由度修正済み決定係数：0.945）
log（対家計サービス総生産) ＝ － 1.49902

[13.47]
+ 1.05755×log(人口)
[153.16]
+ 0.070327×log（タイムトレンド）

[2.53]
－ 0.012415×高齢化率

[6.80]

７）その他サービス （自由度修正済み決定係数：0.959）
log（その他サービス総生産) ＝ 0.419026

[5.16]
+ 0.906277×log(人口)
[179.93]

+ 0.236994×log（タイムトレンド）
[11.69]

－ 0.0064895×高齢化率
[4.87]

５）対企業サービス （自由度修正済み決定係数：0.948）
log（対企業サービス総生産) ＝ － 2.51355

[20.51]
+ 1.16639×log(人口)
[153.13]

+ 0.496974×log（タイムトレンド）
[16.35]

－ 0.025277×高齢化率
[12.63]
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１２．産業の推計について：就業者の推計式

１）農林水産業 （自由度修正済み決定係数：0.933）
log(農林水産就業者数）＝ －1.12559

[12.71]
+ 0.691957×log（前期農林水産就業者数）

[50.49]
+ 0.390379×log(農林水産総生産)

[20.39]

５）対企業サービス （自由度修正済み決定係数：0.993）
log（対企業サービス就業者数) ＝ － 0.577743

[16.93]
+ 0.199214×log(対企業サービス総生産)

[17.72]
+ 0.802157×log（前期対企業サービス就業者数）

[69.19]

○人口社会純移動 （自由度修正済み決定係数：0.897）
人口社会純移動 ＝ 2629.09

[8.01]
+ 0.025022×前期全産業総生産

[59.79]
－ 0.109013×前期人口

[53.57]
－ 2543.66×白地地域ダミー

[6.58]

注１）logは、自然対数
注２）[ ]は、ｔ値
注３）下線は外生変数

３）建設業 （自由度修正済み決定係数：0.943）
log（建設業就業者数) ＝ －1.52022

[25.96]
+ 0.408433×log(建設業総生産)

[23.65]
+ 0.618160×log（65歳以上人口）

[36.84]
－ 0.307678×log（全産業総生産／人口）

[8.86]

２）製造業等 （自由度修正済み決定係数：0.987）
log(製造業等就業者数)）＝ －0.241694

[3.40]
＋ 0.096848×log(全産業総生産／全産業就業者数)

[3.65]
+ 0.991602×log（前期製造業等就業者数）

[223.68]
－ 0.060394×白地地域ダミー

[2.79]

４）医療・社会福祉 （自由度修正済み決定係数：0.987）
log（医療福祉就業者数) ＝ －1.63577

[42.56]
+ 0.846858×log(医療福祉総生産)

[74.84]
+ 0.143899×log（65歳以上人口）

[10.38]

６）対家計サービス （自由度修正済み決定係数：0.996）
log（対家計サービス就業者数) ＝ － 0.193874

[11.94]
+ 0.182095×log(対家計サービス総生産)

[17.09]
+ 0.815158×log（前期対家計サービス就業者数）

[72.72]

７）その他サービス （自由度修正済み決定係数：0.994）
log（その他サービス就業者数) ＝ － 0.462873

[14.70]
+ 0.131079×log(その他サービス総生産)

[12.48]
+ 0.882224×log（前期その他サービス就業者数）

[84.51]
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ケース Ⅰ ケース Ⅱ ケース Ⅲ

人
口

総人口
・国立社会保障人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成18年12月）」

の性別・5歳階級別人口をコントロールトータルとする。

地域別人口

・社会増減（地域間移動）は、労働需要に応じて、5年ごとに地域間を移動
するものとして、モデルに内生化。

・自然増減は、2005年時点の出生率、生残率をもとに、地域ごとに性別・年
齢別の人口を乗じて算出。

総生産
（経済成長率）

・2010年までは政府経済見通しに基づき設定
（2009年：527兆円、2010年：535兆円）

・2011～2030年は直近10年間の平均変化量（年間約5.2兆円増）を加算
（2030年で約639兆円）。

・2030年以降は一定（約639兆円）で推移。

労働力率
2005年時点の地域別・性別・年齢別の労働力率（固定）

（出典：総務省「国勢調査」）

失業率
2005年時点の地域別別失業率（固定）

（出典：総務省「国勢調査）

土木事業伸び率 0％ （2005年時点固定）

食糧自給率
（熱供給量ベース）

2015年：45％、2020年以降：50％
（2020年は「食料・農業・農村基本計画」（平成22年3月閣議決定）の目標に基づく）

製造業の有形固定資
産伸び率

5年で0.33%増加 5年で0.5%増加
5年で0.67%増加

（過去10年間の平均）

タ
イ
ム
ト
レ
ン
ド

製造業 5年間で+3 5年間で+4 5年間で+5

対企業サービス 5年間で+8 5年間で+6 5年間で+5

対家計サービス 5年間で+15 5年間で+10 5年間で+5

その他サービス 5年間で+8 5年間で+6 5年間で+5

【ケースごとの外生変数の設定方針】【将来の産業構造に関して設定するケース】
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推計に当たっては、今後の産業ウエイトの変化について、
以下の３つのケースを想定。

ケースⅠ：
・知識化・サービス化が大きく進展し、
サービス業のウエイトが大きく増加す
るケース。

ケースⅡ：
・知識化・サービス化がそれほど進展
せず、ケースＩとⅢの中間で、概ね現
在の産業ウエイトが継続するケース。

ケースⅢ：
・ 知識化・サービス化がそれほど進展
せず、サービス業のウエイトが減少
するケース。
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その他のサービス

家計サービス

企業サービス

医療・福祉

製造業

農林水産業

ケースⅠ ケースⅡ ケースⅢ

（兆円） ケース毎の総生産（産業ウエイト）の変化

１２．産業の推計について：推計におけるケース設定


